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平成 27 年 5 月 21 日 

各 位 
 上 場会社名  株 式 会 社 ケ ー ヨ ー 

代 表 者 名  代 表取締役 社長  醍 醐  茂夫 
（ コード番号 8 1 6 8 東証一部） 

本 社所在地  千葉市若葉区みつわ台 1-28-1 
問 い合せ先  常務取締役社長室長  実川  浩司 
 T E L  0 4 3 - 2 5 5 - 1 1 1 1 

 
 

当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の一部変更のお知らせ 
 

当社は、平成26年5月22日開催の第76回定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）に

おいて株主の皆様のご承認をいただいたうえで、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収

防衛策）」（以下、本プランといいます。）について、その有効期間を平成29年5月開催予定の定時

株主総会終結の時までとして更新いたしました。 

本プランに基づいて設置している独立委員会委員であった社外監査役の鈴木功三氏は、本日開催

の当社定時株主総会の終結の時をもって、任期満了に伴い退任いたしました。 

そこで、本日開催の当社定時株主総会において、小室和夫氏が新たに監査等委員（社外取締役）

に選任されたことを踏まえ、総会終了後の当社取締役会において、同氏を独立委員会委員に選任い

たしました。 

同氏の略歴につきましては、別紙２「独立委員会委員略歴」をご参照ください。 

 

また、当社は、本日開催の定時株主総会で承認可決されました第1号議案「定款一部変更の件」に

基づき、同日付で監査等委員会設置会社へ移行いたしました。それに伴い、総会終了後の取締役会

において、本プラン中の「監査役」、「社外監査役」を削除すること、また、別紙１「独立委員会

規程の概要」、別紙２「独立委員会委員略歴」、別紙３「当社株式の状況」について最新の内容に

変更すること等の所要の変更について決議いたしましたので併せてお知らせいたします。 

 

なお、本プランにおいて、その有効期間中に本定時株主総会による決議の趣旨に反しない場合に

は、独立委員会の承認を得たうえで、取締役会の決議により本プランを修正し、または変更する場

合がある旨を公表いたしておりますが、本変更は当該定めに基づき、独立委員会の承認を得たうえ

で取締役会決議によって変更するものであります。 

また、本日現在において、当社株式の大量買付行為の具体的な提案はなされておりません。 
以上
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１. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、

当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とす

る者であることが必要であると考えています。上場会社である当社の株式については、株主、投資

家の皆様による自由な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務および事業の方

針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主全体の意思により決定されるべきであり、当社

の株式に対する大量取得提案またはこれに類似する行為があった場合、当社株式を売却するかどう

かの判断も、最終的には当社株式を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考え

ます。なお、当社は、当社株式等について大量取得がなされる場合、これが当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。 
しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、

一方的に大量取得提案またはこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。そして、

かかる株式等の大量取得の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する

明白な侵害をもたらすもの、株主に株式等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の

取締役会や株主が株式等の大量取得の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案

を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有

利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に資さないものも少なくありません。当社の経営にあたっては、当社の企業理念、

企業価値のさまざまな源泉、ならびにお客様、取引先および従業員等のステークホルダーとの間に

築かれた関係等への十分な理解が不可欠であり、これらに対する十分な理解がなければ、当社の企

業価値、ひいては株主共同の利益を確保、向上させることはできません。特に、当社の企業価値の

源泉は、①ふだんの暮らしをテーマに必要な用品に特化し、徹底したローコストオペレーションを

構築すること等により実現されるロープライスでの商品の提供力、②お客様の暮らしの多様なニー

ズに対応する多岐に渡る商品の提供力、③お客様の暮らしのニーズに即したオリジナル商品の開発

力、④チェーンストア経営による利便性、⑤お客様から支持される「ふだんの暮らし総合店」とし

ての地域密着型ストアロイヤリティ、⑥創業以来の企業理念や企業文化、⑦「ふだんの暮らし総合

店」の実現・発展に寄与する中で培われてきたノウハウの存在およびこれらを共有し、かつ一丸と

なって発展・成長させる従業員の存在にあると考えておりますが、かかる当社の企業価値の源泉に

対する理解が必要不可欠です。当社株式等の大量取得をおこなう者が、かかる当社の企業価値の源

泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益は毀損されることになります。 
当社としては、かかる当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量取得をおこなう

者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による

大量取得に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を確保する必要があると考えます。 
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２. 基本方針の実現に資する取組み 
１) 当社の企業価値または株主共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて 

(1) 当社の企業理念について 
当社は、創業者が掲げた 3 つの社是を企業理念と位置づけ、チェーンストア経営によって

「豊かな消費生活を多くの人々が毎日楽しめるような社会を実現する」ことをめざします。 
① 「わが社は販売、サービス業をもって社会に貢献する」 

チェーンストア経営により、エブリデイロープライスを実現し、「ふだんの暮らし総合

店づくり」を通じて地域の皆様の暮らしに貢献したいという思いを経営陣以下、全従業

員が持ち続け、継続して取組んでまいります。ロープライスの主戦武器はローコスト経

営であることを肝に銘じ、ローコストに徹し、損益分岐点の低減を強力に推進し、ロー

プライスを実現し、地域の皆様の暮らしに貢献してまいります。 
② 「わが社は会社の繁栄と社員の幸福を一致させる」 

従業員が経営陣と同様の理念、思想を持ち合わせていなければ企業の継続的発展はあり

ません。従業員が、「豊かな消費生活を多くの人々が毎日楽しめるような社会を実現する」

というロマンとビジョンを持ち続けることが必要です。そのために当社は、独自の人材育

成システムを構築し、従業員ひとりひとりが継続して成長し、やりがいを持って仕事がで

きる体制づくりをとっております。ひいては、この体制づくりが地域の皆様の暮らしに貢

献することを確信しております。 
③ 「わが社は一流企業となる」 

当社の考える一流企業とは、企業規模や売上高等の多寡ではありません。一店舗一店舗

が地域の皆様から愛される、地域一番店になること、そして、嘘やごまかしがなく、法律

やルールに真摯に従う企業となることが一流企業への道であり、そのことがすべてのステ

ークホルダーからの信頼を得られる唯一の道であると考えております。 
(2) 当社の企業価値の源泉について 

当社は、ふだんの暮らしを便利で快適にする商品やサービスの提供を通じて社会に貢献

することをテーマに「ふだんの暮らし総合店」づくりを推進し、かかる方針のもと企業価

値を向上させてまいりました。 
かかる当社の企業価値の源泉は、①ふだんの暮らしをテーマに必要な用品に特化し、徹

底したローコストオペレーションを構築すること等により実現されるロープライスでの

商品の提供力、②お客様の暮らしの多様なニーズに対応する多岐に渡る商品の提供力、③

お客様の暮らしのニーズに即したオリジナル商品の開発力、④チェーンストア経営による

利便性、⑤お客様から支持される「ふだんの暮らし総合店」としての地域密着型ストアロ

イヤリティ、⑥創業以来の企業理念や企業文化、⑦「ふだんの暮らし総合店」の実現・発

展に寄与する中で培われてきたノウハウの存在およびこれらを共有し、かつ一丸となって

発展・成長させる従業員の存在にあります。 
具体的には、第一に、「ふだんの暮らし総合店」の実現には、お客様のニーズに応えた
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ロープライスでの商品提供が必要不可欠です。当社は、これを実現するため、住関連商品

に特化した商品構成を選択し、長年蓄積されたノウハウを駆使することで、かかる商品構

成に照らして最適な独自の商品調達・物流・情報システムを開発してまいりました。これ

らによって達成された独自のローコストオペレーションは、ロープライスでの商品提供に

大きく貢献しており、当社の企業価値にとって極めて重要な要素となっております。 
第二に、生活基盤商品と生活向上商品を中心とするふだんの暮らしをテーマに必要な用

品を提供するうえで、お客様の暮らしのニーズに柔軟かつきめ細やかに対応した多様な品

揃えを確保することが必要不可欠です。当社は、ＤＩＹ用品、園芸、家庭用品、インテリ

ア、レジャー用品、ペット用品等住まいと暮らしを豊かにする住関連商品を幅広く提供し

ております。また、地域密着型の店舗形態を最大限活用することにより日々変化するお客

様のニーズに敏感に反応し、そのニーズをきめ細かに反映した品揃えを実現しております。

このような商品提供力は、当社の利便性と専門性をさらに向上させるとともに、より良い

商品をより安く、より良いサービスで提供することを可能にしております。 
第三に、「ふだんの暮らし総合店」としてより発展するためには、単に既存商品の提供

に満足することなく、より柔軟にお客様の暮らしのニーズにお応えするべく、高品質かつ

ロープライスのオリジナル商品を独自に開発することが必要不可欠です。当社は、長年オ

リジナル商品の開発に注力してきた結果、独自の商品開発ノウハウを醸成してまいりまし

た。 
第四に、「ふだんの暮らし総合店」であるためには、お客様にとって利便性のある店舗

であることが必要不可欠です。当社は、徒らに商圏拡大による大規模化を目指すのではな

く、1 店舗の商圏を小さく設定した上で各店舗の商圏が隣接するよう特定地域に集中的

に出店するチェーンストア経営を採用してまいりました。このようなチェーンストア経営

の維持発展は当社の企業価値にとって極めて重要な要素となっております。 
第五に、当社は、地域に根付いたチェーンストア経営を維持発展させたことにより、当

社グループは全国に 180 を超える店舗を展開するナショナルチェーンに発展し、地域密

着型の「ふだんの暮らし総合店」として独自の地位を確立してまいりました。 
第六に、当社における上記の主たる企業価値は、創業以来の歴史の中で脈々と築き上げ

られてきた「ケーヨーカルチャー」に裏打ちされた自由闊達な企業文化を背景に形成され

てきたものです。かかる企業風土を深く理解し共有する経営陣・従業員であるからこそ、

相互に信頼関係を構築し一体となって当社独自のノウハウ等を醸成・共有化することが可

能です。当社が上記のような企業価値を将来にわたり向上させていくためには、かかる企

業文化を維持発展させ、これを十分に共有した従業員相互間で当社独自のノウハウ等が伝

承されていく必要があります。その意味でも、当社が企業価値を向上させていく上で、企

業価値とノウハウ等を共有化した従業員を将来にわたり確保することが極めて重要です。 
(3) 当社の今後の企業価値および株主共同の利益の確保、向上に向けた取組み     

について 
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当社は、昭和 27 年（1952 年）に創業以来、継続してチェーンストア経営に徹してまい

りましたが、より地域に密着した店舗展開を実現・継続するべく、今後も当社独自の店舗

システムの構築と商品開発力のさらなる強化に向けての取組みを進めております。そして、

原材料調達や商品開発等の能力、店舗システム構築の能力を持った人材を今後も育てるた

め、当社は、独自の人材育成システムを構築し、教育訓練に注力し、人材育成に取り組ん

でおります。 
また、商品開発においても、「デイツーオリジナル」、「なかよしくらぶ」という２つの

ストアブランド商品を展開しております。「ふだんの暮らしを豊かに、お客様の側にたっ

て」という商品開発コンセプトのもと、洗剤から飲料、調理器具、ペットフード、カーバ

ッテリー、園芸用品、球根等、扱い商品のすべての分野に開発商品の対象を拡げ、積極的

なストアブランド商品の開発をおこなっております。 
当社は、これらの取組みを鋭意発展させていくことに加えて必要に応じて、M&A や業

務・資本提携も視野に入れつつ、さらに企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上に

向けた諸施策を実施してまいります。 
２) 企業価値または株主共同の利益向上の基盤となる仕組み－コーポレート・ガバナンスの整備 

当社は、企業価値・株主共同の利益の確保と向上のために、従前より他社に先駆けてコー

ポレート・ガバナンスの強化を最重要課題として取組んでまいりました。 
具体的には、従来型の取締役、監査役に加え、平成 18 年 3 月 1 日から執行役員制度を導入

し、執行役員に社長および取締役会の指示命令のもと職務を遂行させ、さらなる経営の効率化、

意思決定の迅速化を図っております。 
さらに、取締役の経営責任を明確にし、株主の皆様への信任を問う機会を増やすため平成

20 年 5 月 22 日開催の第 70 回定時株主総会において取締役の任期を 2 年から 1 年へ変更いた

しました。 
今後とも、当社は、当社の企業理念に基づき法律やルールに真摯に従って、お客様、株主

様、地域社会の皆様をはじめ社会から信頼されることを最重要事項と位置づけ、コーポレー

ト・ガバナンスの強化に取組んでまいります。 
 

３. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み 
１) 本更新の目的 

本プランは、当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、

上記 1.に記載した基本方針に沿って更新されたものです。 
当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量

取得をおこなう者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると

考えています。そして、こうした不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支

配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大量取得を抑止するために
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は、当社株式に対する大量取得がおこなわれる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提

案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量取得に応じるべきか否かを判断するために必要な

情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉をおこなうこと等を可能とする枠組みが

必要不可欠であると判断しました。 
２) 本プランの内容 

本プランの内容は以下のとおりでありますが、本プランに関する手続きの流れにつきましては、

別紙 4 にその概要をフローチャートの形でまとめておりますので、併せてご参照ください。 
(1) 本プランの概要 

① 本プランに係る手続 
本プランは、当社の株式等に対する買付その他の取得もしくはこれに類する行為または

それらの提案1（当社取締役会が友好的と認めるものを除き、以下「買付等」といいます。）

がおこなわれる場合に、買付等をおこなう者（以下「買付者等」といいます。）に対し、

事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当該買付等についての情報収集・

検討等をおこなう時間を確保したうえで、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提

示したり、買付者等との交渉等をおこなっていくための手続を定めるものです（その詳細

については下記(2)「本プランに係る手続」をご参照ください。）。なお、買付者等には、本

プランに係る手続を遵守いただき、本プランに係る手続の開始後、a.後述のとおり独立委

員会による新株予約権の無償割当ての不実施に関する勧告がなされるまでの間、または b.
本新株予約権の無償割当ての実施の可否を問うための株主総会（その主な内容は下記(2)
「本プランに係る手続」④ｂおよび⑤において詳述するものとし、以下「株主意思確認株

主総会」といいます。）が招集された場合には、同株主意思確認株主総会において新株予

約権の無償割当てに関する議案が否決されるまでの間、買付等を進めてはならないものと

しております。 
② 新株予約権の無償割当てによる本プランの発動 

買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等をおこなう場合、ま

たは、買付者等による買付等が当社の企業価値または株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすおそれがある場合等（その詳細については下記(3)「本新株予約権の無償割当て

の要件」をご参照ください。）には、当社は、当該買付者等による権利行使は認められな

いとの行使条件ならびに当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約

権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（その主な内容は下記(4)「本新株予約権

の無償割当ての概要」にて詳述するものとし、以下「本新株予約権」といいます。）を、

その時点の当社を除くすべての株主に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法第 277
条以降に規定されます。）により割り当てます。 

③ 本プランの合理性を高める仕組みの設定 
本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施、中止または無償取得

                                                  
1 「提案」とは、第三者に対する勧誘行為を含みます。 
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等の判断について、当社取締役会の恣意的判断を排するため、独立委員会規程（その概要

については別紙 1 をご参照ください。）に従い、(a)当社社外取締役、または(b)社外の有識

者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士

および学識経験者等）で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以

下「独立委員会」といいます。）の客観的な判断を経ることとしています。また、これに

加えて、独立委員会が本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告をおこなうにあた

り、株主意思確認株主総会の招集を勧告した場合には株主意思確認株主総会を招集のうえ、

同総会に本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付議することにより株主の皆

様の意思を確認することとしています（その主な内容は下記(2)④「独立委員会における判

断方法」にて詳述します。）。さらに、こうした手続の過程について、株主の皆様に適時情

報を開示することによりその透明性を確保することとしています。 
なお、本更新後の独立委員会は、独立性の高い社外取締役および社外の有識者により構

成される予定です。その委員の氏名および略歴は別紙 2 のとおりです（本更新後の独立委

員会の委員の選任基準、決議要件および決議事項については別紙 1 をご参照ください。）。 
④ 本新株予約権の行使および当社による本新株予約権の取得 

仮に、本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等以外の

株主の皆様による本新株予約権の行使により、または当社による本新株予約権の取得と引

換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社株式が交付された場合には、当該買付者

等の有する当社株式の議決権割合は、最大約 25%まで希釈化される可能性があります。 
(2) 本プランに係る手続 

① 対象となる買付等 
本プランは、以下の a.または b.に該当する買付等がなされる場合を適用対象とします。

買付者等には、予め本プランに定められる手続に従っていただくこととします。 
a. 当社が発行者である株式等2について、保有者3の株式等保有割合4が 20%以上となる買

付その他の取得 
b. 当社が発行者である株式等5について、公開買付け6をおこなう者の株式等所有割合7お

よびその特別関係者8の株式等所有割合の合計が 20%以上となる公開買付け 
② 買付者等に対する情報提供の要求 

上記①に定める買付等をおこなう買付者等は、当社取締役会が友好的な買付等であると

                                                  
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じとします。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に規定する保有者を意味し、同条第 3 項の規定に基づき保有者に含まれる者（当社取締役会

がこれに該当すると認めた者を含みます。）を含みます。本書において同じとします。 
4 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4 項に定義されます。本書において同じとします。 
5 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項に定義されます。 
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 6 項に定義されます。本書において同じとします。 
7 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項に定義されます。本書において同じとします。 
8 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。但し、同項第 1
号に掲げる者については、発行者以外の者による株式等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 3 条第 2 項で定める者を除きます。

本書において同じとします。 
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認めた場合を除き、当該買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、以下の各号に定

める情報（以下「本必要情報」といいます。）、および当該買付者等が買付等に際して本プ

ランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説明書」と総称

します。）を、当社の定める書式により提出していただきます。 
当社は、本プランに基づく手続が開始された場合、その旨をすみやかに開示します。 
当社取締役会は、上記の買付説明書を受領した場合、すみやかにこれを独立委員会に提

供するものとします。独立委員会は、これを受けて、当該買付説明書の記載内容が本必要

情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限を定めたう

え、自らまたは当社取締役会等を通じて本必要情報を追加的に提出するよう求めることが

あります。この場合、買付者等においては、当該期限までに、本必要情報を追加的に提供

していただきます。 
a. 買付者等およびそのグループ（共同保有者9、特別関係者および（ファンドの場合は）

各組合員その他の構成員、ならびに買付者等の財務および事業の方針の決定を支配す

る者を含みますが、これらに限られません。以下同じ。）の詳細（それぞれの名称、事

業内容、沿革、資本金の額または出資金の額、発行済株式の総数、代表者、役員およ

び社員その他構成員の氏名、職歴および所有株式の数その他の会社等の状況、ならび

に直近 2 事業年度の財務状態、経営成績（法令遵守に関する監督官庁から指導等を受

けたことがある場合はその具体的内容等を含む。）その他の経理の状況、ならびに、買

付者等のグループ内における相互の関係（資本関係、取引関係、役職員の兼任その他

の人的関係、契約関係、およびこれらの関係の沿革を含みますが、これらに限られま

せん。）の概略を含みます。） 
b. 当社と同種事業を目的とする会社その他の法人（日本以外の国におけるものも含みま

す。）に対する過去の投資・経営・業務関与経験の有無およびその内容・実績等 
c. 買付等の目的、方法、時期および内容（買付等の適法性に関する専門家意見を含みま

す。） 
d. 買付対価の種類および金額（有価証券等を対価とする場合には、当該有価証券等の種

類および交換比率、有価証券等および金銭を対価とする場合には、当該有価証券等の

種類、交換比率および金銭の額を記載していただきます。）、ならびに当該金額の算定

の基礎および経緯（算定の基礎については、算定根拠（シナジーの内容を含みます。）

を具体的に記載し、当該金額が時価と異なる場合や買付者等が最近行った取引の価格

と異なる場合には、その差額の内容も記載していただきます。また、株式等の種類に

応じた買付価格の価額の差について、換算の考え方等の内容も具体的に記載していた

だきます。算定の経緯については、算定の際に第三者の意見を聴取した場合に、当該

第三者の名称、意見の概要および当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を

                                                  
9 金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に規定される共同保有者をいい、同条第 6 項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます

（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
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具体的に記載していただきます。） 
e. 買付等に要する資金の調達状況、および当該資金の調達先（実質的な資金提供者を含

みます。）の概要（預金の場合は、預金の種類別の残高、借入金の場合は、借入金の額、

借入先の業種等、借入契約の内容、その他の資金調達方法による場合は、その内容、

調達金額、調達先の業種等を含みます。） 
f. 買付者等およびそのグループによる当社の株式等の過去のすべての取得時期および当

該時期毎の取得数・取得価額、ならびに、当社の株式等の過去のすべての売却時期お

よび当該時期毎の売却数・売却価額 
g. 買付者等が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻し契約、売

買の予約その他の重要な契約または取決め（以下「担保契約等」といいます。）がある

場合には、その契約の種類、契約の相手方、契約の対象となっている株式等の数量等

の当該担保契約等の具体的内容 
h. 買付者等が買付等において取得を予定する当社の株式等に関する担保契約等の締結そ

の他の第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している担保契約等その他の

第三者との間の合意の種類、契約の相手方、契約の対象となっている株式等の数量等

の当該担保契約等その他の第三者との間の合意の具体的内容 
i. 買付等の後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当政策 

(i)当社の株主、従業員、取引先、顧客、その他の当社利害関係者の取扱方針の具体的

内容 
(ii)支配権取得または経営参加を買付等の目的とする場合には、買付等の完了後に企図

する当社および当社グループの支配権取得または経営参加の方法、ならびに支配権

取得後の経営方針または経営参加後の計画および議決権の行使方針（組織再編、企

業集団の再編、解散、重要な財産の処分または譲受け、多額の借財、代表取締役等

の選定または解職、役員の構成の変更、配当・資本政策に関する重要な変更、その

他当社および当社グループの経営方針に対して重大な変更を加え、または重大な影

響を及ぼす行為を予定している場合には、その内容および必要性を含みます。） 
(iii)純投資または政策投資を買付等の目的とする場合には、買付等の後の株式等の保有

方針、売買方針および議決権の行使方針、ならびにそれらの理由。長期的な資本提

携を目的とする政策投資として買付等をおこなう場合には、その必要性 
j. 重要提案行為等10をおこなうことを買付等の目的とする場合、または買付等の後に重

要提案行為等をおこなう可能性がある場合には、当該重要提案行為等の目的、内容、

必要性および時期、ならびにいかなる場合において当該重要提案行為等をおこなうか

に関する情報 
k. 買付等の後、当社の株式等をさらに取得する予定がある場合には、その理由およびそ

                                                  
10 金融商品取引法第 27 条の 26 第 1 項、金融商品取引法施行令第 14 条の 8 の 2 第 1 項及び株券等の大量保有の状況の開示に関

する内閣府令第 16 条に定義されます。本書において同じとします。 
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の内容 
l. 買付等の後、当社の株式等が上場廃止となる見込みがある場合には、その旨および理

由 
m. 買付等に際しての第三者との間における意思連絡が存在する場合には、その目的およ

び内容ならびに当該第三者の概要 
n. その他当社取締役会が合理的に必要と判断する情報 

なお、独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買付等

を開始したものと認められる場合には、引き続き買付説明書および本必要情報の提出

を求めて買付者等と協議・交渉等をおこなうべき特段の事情がある場合を除き、原則

として、下記④a.記載のとおり、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当て

を実施することを勧告します。 
③ 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・当社取締役会による代替案の提示 
a. 当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、買付者等から買付説明書および独立委員会が追加提出を求めた本必

要情報（もしあれば）が提出された場合、当社取締役会に対しても、独立委員会が定

める合理的な期間（原則として 60 日間を上限とします。）内に買付者等の買付等の内

容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとします。以下同じ。）、その根拠資料、

および代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料等をす

みやかに提示するよう要求することがあります。 
b. 独立委員会による検討作業 

買付者等および（当社取締役会に対して上記 a.のとおり情報・資料等の提示を要求

した場合には）当社取締役会から情報・資料等（追加的に要求したものも含みます。）

の提供が十分になされたと独立委員会が認めた場合、独立委員会は、原則として、対

価を金銭（円貨）のみとし当社の株式等のすべてを対象とする公開買付による買付の

場合には買付者等および（当社取締役会に対して上記 a.のとおり情報・資料等の提示

を要求した場合には）当社取締役会から情報・資料等（追加的に要求したものも含み

ます。）の情報を受領してから原則として最長 60 日が経過するまでの間、その他の買

付等の場合には原則として最長 90 日が経過するまでの間を検討期間（但し、下記④

d.に記載するところに従い、独立委員会は当該期間の延長・再延長をその決議をもっ

ておこなうことができるものとし、以下「独立委員会検討期間」といいます。）として

設定します。 
独立委員会は、独立委員会検討期間内において買付者等および当社取締役会から提

供された情報・資料等に基づき、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上

の観点から、買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役会による代替案の検討およ

び買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等をおこないま

す。また、独立委員会は、必要があれば、当社の企業価値および株主共同の利益の確
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保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させるために、自らまたは当社取締

役会等を通じて当該買付者等と協議・交渉をおこなうものとします。買付者等は、独

立委員会が、独立委員会検討期間において、自らまたは当社取締役会等を通じて、検

討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた場合には、すみやかにこれに応じな

ければならないものとします。なお、買付者等は、独立委員会検討期間が終了するま

では、買付等を進めることはできないものとします。 
独立委員会の判断が、当社の企業価値および株主共同の利益に資するようになされ

ることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含

みます。）の助言を得ることができるものとします。 
c. 株主に対する情報開示 

独立委員会は、当社取締役会等を通じて、買付説明書の提出の事実およびその概要

ならびに本必要情報の概要その他の情報のうち独立委員会が適切と判断する事項につ

いて、独立委員会が適切と判断する時点で株主の皆様に対する情報開示をおこないま

す。 
④ 独立委員会における判断方法 

独立委員会は、買付者等が出現した場合において、以下の手続に従い、当社取締役会

に対する勧告をおこなうものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対して下記

a.から d.に定める勧告または決議をした場合その他独立委員会が適切と考える場合に

は、独立委員会は、当該勧告または決議の事実とその概要その他独立委員会が適切と判

断する事項（下記 d.に従い独立委員会検討期間を延長・再延長する旨の決議をおこなう

場合にはその旨および延長・再延長の理由の概要を含みます。）について、当社取締役

会を通じてすみやかに情報開示をおこないます。 
a. 独立委員会が本プランの発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付等が下記(3)「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件

のいずれかに該当すると判断した場合には、独立委員会検討期間の開始または終了の

有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施することを

勧告します。 
但し、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をした後も、以

下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、本新株予約権の無償割当てに係

る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当ての中止、本新株

予約権の無償割当ての効力発生日後本新株予約権の行使期間の初日の前日までは本新

株予約権の無償取得を含む別個の判断をおこない、これを当社取締役会に勧告するこ

とができるものとします。 
(i) 当該勧告後買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなった場合 

(ii) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が
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下記(3)「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれにも該当しな

い場合 
b. 独立委員会が株主意思確認株主総会の承認を条件に本プランの発動を勧告する場合 

独立委員会は、本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告をおこなうにあた

って、合理的な理由により実務上相当であると判断する場合には、予め当該実施に関

して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことができるものとし、株主意思確認

株主総会の招集を勧告できるものとします。この場合には、当社取締役会は、本新株

予約権の無償割当ての実施の可否を問うために株主意思確認株主総会の招集手続をす

みやかに実施するものといたします。 
その際、当社取締役会は、買付説明書および本必要情報に関する当社取締役会の意

見および独立委員会の勧告等の内容その他当社取締役会が適切と判断する事項につい

て、すみやかに情報開示をおこないます。買付者等は、株主意思確認株主総会におけ

る決議が終了するまでの間、買付等を進めることはできないものとします。 
c. 独立委員会が本プランの不発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉の結果、

買付者等による買付等が下記(3)「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件の

いずれにも該当しないと判断した場合または当社取締役会が独立委員会の要求にかか

わらず上記③a.に規定する意見または独立委員会が要求する情報・資料等を所定期間

内に提示しなかった場合には、独立委員会検討期間の終了の有無を問わず、当社取締

役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施しないことを勧告します。 
但し、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての不実施の勧告をした後でも、

当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が下

記(3)「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれかに該当すると判断

するに至った場合には、本新株予約権の無償割当ての実施を含む別個の判断をおこな

い、これを当社取締役会に勧告することができるものとします。 
d. 独立委員会が独立委員会検討期間の延長をおこなう場合 

独立委員会が、当初の独立委員会検討期間終了時までに、本新株予約権の無償割当

ての実施または不実施の勧告をおこなうに至らない場合には、独立委員会は、当該買

付者等の買付内容の検討、当該買付者等との協議・交渉、代替案の検討等に必要とさ

れる範囲内（最長 30 日）で、独立委員会検討期間を延長する旨の決議をおこないます

（なお、当該期間延長後、さらなる期間の延長をおこなう場合においても同様の手続

によるものとします。）。 
上記延長の決議により独立委員会検討期間が延長された場合、独立委員会は、引き

続き、情報収集、検討等をおこなうものとし、延長期間内に本新株予約権の無償割当

ての実施または不実施の勧告をおこなうよう最大限努めるものとします。 
⑤ 取締役会の決議・株主意思確認株主総会の招集 
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当社取締役会は、独立委員会から上記④に基づく本新株予約権無償割当ての実施また

は不実施等（本新株予約権無償割当ての中止を含みます。）に関する勧告を受けた場合

にはこれを最大限尊重して本新株予約権無償割当ての実施または不実施等に関する会

社法上の機関としての決議をすみやかにおこなうものとします。 
但し、当社取締役会は、（ⅰ）買付者等が本プランに定める手続を遵守しているとと

もに、買付等が当社の企業価値または株主共同の利益を毀損することが明白ではない場

合で、かつ、（ⅱ）本新株予約権の無償割当ての実施について株主総会を開催すること

が実務上可能である場合には、原則として、独立委員会における手続きに加えて、株主

意思確認株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆様の意

思を確認する予定です。当社取締役会は、株主意思確認株主総会の招集を決定した場合、

実務上可能な限り速やかに株主総会を招集いたします。株主意思確認株主総会が開催さ

れた場合、当該株主意思確認株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施または

不実施等についての決定をおこなうものとします。また、当社取締役会は、株主意思確

認株主総会が本新株予約権の無償割当てを実施することを否決する決議をした場合に

は、本新株予約権の無償割当ては実施しません。買付者等並びにその共同保有者および

特別関係者は、当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての不実施に関する決議を行う

か、株主意思確認株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に係る議案が否決

されるまでの間、買付等を実行してはならないものとします。 
なお、当社取締役会は、当社取締役会において株主意思確認株主総会を招集する旨の

決議を行った場合または当社取締役会もしくは株主意思確認株主総会において本新株

予約権の無償割当ての実施もしくは不実施に関する決議を行った場合には、当該決議の

概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示をおこない

ます。 
(3) 本新株予約権の無償割当ての要件 

当社は、買付者等による買付等が下記のいずれかに該当する場合、会社法上必要な手続を

履践の上、本新株予約権の無償割当てを実施することを予定しております。なお、上記(2)
「本プランに係る手続」④のとおり、下記の要件に該当するかどうかについては、必ず独立

委員会の勧告を経ることになります。またそれに加えて、独立委員会が本新株予約権の無償

割当てを実施すべき旨の勧告をおこなうにあたり、株主意思確認株主総会の招集を勧告した

場合には株主意思確認株主総会の決議を経ることになります。 
① 本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合 
② 下記に掲げる行為その他これに類似する行為により、当社の企業価値または株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 
a. 株式等を買い占め、その株式等につき当社に対して高値で買取りを要求する行為 
b. 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠

牲の下に買付者等の利益を実現する経営をおこなうような行為 
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c. 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する

行為 
d. 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分

させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価

の急上昇の機会を狙って高値で売り抜ける行為 
③ 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条

件を株主に対して不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を

おこなうことをいいます。）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等で

ある場合 
④ 当社に、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えること

なくおこなわれる買付等である場合 
⑤ 当社株主に対して、本必要情報その他買付等の内容を判断するために合理的に必要とさ

れる情報を十分に提供することなくおこなわれる買付等である場合 
⑥ 買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付等の実

行の蓋然性、買付等の後における当社の他の株主、従業員、取引先、顧客、地域社会そ

の他の当社に係る利害関係者の処遇方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み不十

分または不適当な買付等である場合 
⑦ 買付者等による買付後の経営方針の内容が不十分または不適当であるため、地域社会に

根ざした当社と当社顧客との信頼関係もしくは当社と当社取引先との継続的な協業関係

に重大な支障をきたすおそれのある買付である場合 
⑧ 当社の企業価値を生み出すうえで必要不可欠な当社の従業員、取引先、顧客、地域社会

等との関係や当社のブランド価値を破壊すること等により、当社の企業価値または株主

共同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付等である場合 
(4) 本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりです。 
① 本新株予約権の数 

新株予約権の無償割当てに際して行うことが要求される会社法上の機関による決議

（以下「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）において別途定める割当期日（以

下「割当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点にお

いて当社の有する当社株式の数を控除します。）に相当する数とします。 
② 割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記載または記録された当社以外の株主に

対し、その保有する当社株式 1 株につき本新株予約権 1 個の割合で、本新株予約権を無

償で割り当てます。 
③ 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 
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④ 本新株予約権の目的である株式の数 
本新株予約権 1 個の目的である株式11の数（以下「対象株式数」といいます。）は、1

株から 3 株の間で本新株予約権無償割当て決議において別途定める数とします。 
⑤ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際し

て出資される財産の当社株式 1 株当たりの価額は、1 円を下限とし、本新株予約権無償

割当て決議において別途定める金額とします。 
⑥ 本新株予約権の行使期間 

本新株予約権の無償割当ての効力発生日または本新株予約権無償割当て決議におい

て別途定める日を初日とし、1 ヶ月間から 2 ヶ月間までの範囲で、本新株予約権無償割

当て決議において別途定める期間とします。但し、下記⑨項 b.に基づき当社による本新

株予約権の取得がなされる場合、当該取得に係る本新株予約権についての行使期間は、

当該取得日の前営業日までとします。また、行使期間の最終日が行使に際して払込まれ

る金銭の払込みの取扱場所の休業日にあたるときは、その翌営業日を最終日とします。 
⑦ 本新株予約権の行使条件 

a.特定大量保有者12、b.特定大量保有者の共同保有者、c.特定大量買付者13、d.特定大

量買付者の特別関係者、もしくは e.上記 a.ないし d.に該当する者から本新株予約

権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受けもしくは承継した者、または、f.上
記 a.ないし e.に該当する者の関連者14（以下、a.ないし f.に該当する者を「特定買

付者等」と総称します。）は、原則として本新株予約権を行使することができませ

ん。また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とさ

れる非居住者も、原則として本新株予約権を行使することができません（但し、非

居住者のうち当該外国の適用法令上適用除外規定が利用できる等の一定の者は行

使することができるほか、非居住者の本新株予約権も下記⑨項のとおり、当社によ

                                                  
11 将来、当社が種類株式発行会社（会社法第 2 条第 13 号）となった場合においても、①本新株予約権の行使により発行される

当社株式および②本新株予約権の取得と引換えに交付する株式は、いずれも当社が本定時株主総会開催時において、現に発行して

いる株式（普通株式）と同一の種類の株式を指すものとします。 
12 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株式等の保有者で、当該株券等に係る株式等保有割合が 20％以上となる者（当

社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株式等を取得・保有することが当社の

企業価値ひいては株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役

会が別途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとします。本書において同じとします。 
13 「特定大量買付者」とは、公開買付けによって当社が発行者である株式等（金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項に定義されます。

以下、本脚注において同じとします。）の買付け等（同法第 27 の 2 第 1 項に定義されます。以下本脚注において同じとします。）

を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第 7 条第

1 項に定める場合を含みます。）に係る株式等の株式等所有割合がその者の特別関係者の株式等所有割合と合計して 20％以上とな

る者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株式等を取得・保有するこ

とが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において

当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとします。本書において同じとします。 
14 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にある者（当社取締役会

がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、

「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第 3 条第 3 項に定義されます。）

をいいます。 
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る当社株式を対価とする取得の対象となります。）。さらに、本新株予約権の行使条

件を充足していること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含

む当社所定の書式による誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使することが

できません。 
⑧ 本新株予約権の譲渡 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 
⑨ 当社による本新株予約権の取得 

a. 当社は、本新株予約権の行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予

約権を取得することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会

が別に定める日の到来をもって、すべての本新株予約権を無償で取得することがで

きるものとします。 
b. 当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、特定買付者等以外の者が有

する本新株予約権のうち、当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使の本新

株予約権のすべてを取得し、これと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数

に相当する数の当社株式を交付することができます。当社が取得を実施した日以降

に、特定買付者等以外の第三者が譲渡等により特定買付者等が有していた本新株予

約権を取得するに至った場合には、当社は、上記の取得が実施された日より後の当

社取締役会が定める日の到来日をもって、当該者の有する本新株予約権のうち当該

当社取締役会が定める日の前日までに未行使の当該本新株予約権を全て取得し、こ

れと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数に相当する数の当社株式を交付

することができるものとし、その後も同様とします。 
⑩ 合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換および

株式移転の場合の新株予約権の交付 
本新株予約権無償割当て決議において別途定めます。 

⑪ 新株予約権証券の発行 
本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 

⑫ その他 
本新株予約権の取得条件の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において別

途定めるものとします。 
(5) 本更新の手続、有効期間 

本プランは、株主の皆様に本定時株主総会において議案としてお諮りし、株主の皆様にご

承認いただくことを条件として更新されるものとします。 
本プランの有効期間は、本定時株主総会後 3 年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会終結の時までとします。 
(6) 本プランの廃止および修正・変更等 

本更新後、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランを廃止する
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旨の決議がおこなわれた場合、または②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が

おこなわれた場合には、本プランはその時点で廃止・撤回されるものとします。 
また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本定時株主総会による決議の

趣旨に反しない場合（本プランに関する法令、金融商品取引所規則等の新設または改廃がお

こなわれ、かかる新設または改廃を反映することが適切である場合、誤字脱字等の理由によ

り字句の修正をおこなうことが適切である場合、または当社株主に不利益を与えない場合等

を含みます。）には、独立委員会の承認を得たうえで、本プランを修正し、または変更する

場合があります。 
当社取締役会は、本プランの廃止または変更等がなされた場合には、当該廃止または変更

等の事実および（修正等の場合には）変更等の内容その他の事項について、情報開示をすみ

やかにおこないます。 
(7) 法令等による修正 

本プランで引用する法令の規定は、平成 26 年 4 月 8 日現在施行されている規定を前提と

しているものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項ない

し用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設または改廃の趣旨を考慮の

うえ、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えることが

できるものとします。 
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４. 株主の皆様等への影響  
１) 本更新時に株主および投資家の皆様に与える影響 

本更新時点においては、本新株予約権の無償割当て自体はおこなわれませんので、株主お

よび投資家の皆様の権利・利益に直接具体的な影響が生じることはありません。 
２) 本新株予約権の無償割当て時に株主および投資家の皆様に与える影響 

本新株予約権無償割当て決議がおこなわれた場合には、本新株予約権無償割当て決議にお

いて別途定める割当期日における株主の皆様に対し、その保有する株式 1 株につき本新株予

約権 1 個の割合で本新株予約権が無償にて割り当てられます。 
仮に、株主の皆様が、権利行使期間内に、金銭の払込みその他下記３）「本新株予約権の無

償割当てにともなって株主の皆様に必要となる手続」（2）において詳述する本新株予約権の

行使に係る手続を経なければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有

する当社株式が希釈化されることになります。但し、当社は、下記３）「本新株予約権の無償

割当てにともなって株主の皆様に必要となる手続」（3）に記載する手続により、特定買付者

等以外の株主の皆様から本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することが

あります。当社がかかる取得の手続をとった場合、特定買付者等以外の株主の皆様は、本新

株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込みをせずに、当社株式を受領することとな

り、保有する当社株式 1 株当たりの価値の希釈化は生じますが、原則として、保有する当社

株式全体の価値の経済的な希釈化は生じません。 
なお、当社は、割当期日や本新株予約権の無償割当ての効力発生後においても、例えば、

買付者等が買付等を撤回した等の事情により、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日

の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、または本新株予約権の無

償割当ての効力発生日以降行使期間開始日の前日までにおいては本新株予約権全てについて

これを無償で取得することがあります。これらの場合には、1 株当たりの株式の価値の希釈化

は生じませんので、1 株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買をおこな

った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。 
また、本新株予約権それ自体の譲渡は制限されているため、割当期日以降、本新株予約権

について取得または行使の結果株主の皆様に株式が交付される場合には、株主の皆様に株式

が交付されるまでの期間、株主の皆様が保有する当社株式の価値のうち本新株予約権に帰属

する部分については、譲渡による投下資本の回収はその限りで制約を受ける可能性がある点

にご留意ください。 
３) 本新株予約権の無償割当てにともなって株主の皆様に必要となる手続 

(1) 本新株予約権の無償割当て 
本新株予約権無償割当て決議をおこなった場合には、当社は、本新株予約権の無償割当

てに係る割当期日を公告いたします。この場合、割当期日における当社の最終の株主名簿

に記載または記録された株主（以下「割当対象株主」といいます。）に本新株予約権が無

償にて割り当てられます。 
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(2) 本新株予約権の行使の手続 
当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使請求書（行使に

係る本新株予約権の内容および数、本新株予約権を行使する日等の必要事項、ならびに株

主ご自身が特定買付者等でないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文

言、ならびに、当社株式の振替を行うための口座への当社株式の記録に必要な情報を含む

当社所定の書式によるものとします。）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送

付いたします。本新株予約権の無償割当て後、株主の皆様においては、権利行使期間内で

かつ当社による本新株予約権の取得の効力が発生するまでに、これらの必要書類を提出し

たうえ、原則として本新株予約権 1 個について、当社株式 1 株の価額を、1 円を下限とし、

本新株予約権無償割当て決議において別途定める金額を払込取扱場所に払込むことによ

り、本新株予約権 1 個につき対象株式数に相当する数の当社株式が発行されることになり

ます。 
(3) 当社による本新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続に従

い、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、特定買付者等以外の株主の皆様から本

新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を特定買付者等以外の株主の皆様に対して、

すみやかに交付することがあります。なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご

自身が特定買付者等でないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を

含む当社所定の書式による書面をご提出いただくことがあります。 
なお、新株予約権無償割当て決議において特定買付者等からの本新株予約権の取得、そ

の他取得に関する事項について定められる場合には、当社は、かかる定めに従った措置を

講じることがあります。 
上記のほか、本新株予約権の割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法の詳

細につきましては、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議がおこなわれ

た後、株主の皆様に対して情報開示または通知いたしますので、当該内容をご確認くださ

い。 
 
５. 上記の各取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 
１) 本プランが基本方針に沿うものであること 

本プランは、当社株式等に対する買付等がおこなわれる場合に、当該買付等に応じるべき

か否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために

必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等をおこなうこと

を可能とすることにより、当社の企業価値および株主共同の利益を確保するための枠組みであ

り、基本方針に沿うものです。 
２) 本プランが株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものでないこと 
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当社は、次の理由から、本プランは、当社株主の共同の利益を損なうものでなく、また、

当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 
(1) 買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省および法務省が平成 17 年 5 月 27 日に発表した「企業価値・ 
株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完

全に充足し、また、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第 440 条に定めら

れる買収防衛策の導入に係る尊重事項をすべて充足しています。 
 さらに、本更新にあたっては、企業価値研究会が平成 20 年 6 月 30 日に公表した「近時

の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」その他昨今の買収防衛策に関する議論等

を踏まえております。 
(2) 株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項） 

本プランは、株主の皆様の意思を反映させるため、本定時株主総会において議案として

お諮りしております。 
また、上記３.２）（2）「本プランに係る手続」⑤にて記載したとおり、当社取締役会は、

一定の場合には、原則として、本プランの発動の是非についても、株主総会において株主

の皆様の意思を確認することとしています。 
また、上記３.２）（6）「本プランの廃止および修正・変更等」に記載したとおり、本プ

ランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会において、本プランを廃止する旨の決

議がなされた場合、株主総会で選任された取締役により構成される取締役会において、本

プランを廃止する旨の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることに

なり、その意味で、本プランの消長には、当社株主の皆様の意思が反映されることとなっ

ております。 
(3) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、本更新にあたり、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プラ

ンの発動および廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的におこなう機関として独

立委員会を設置します。 
また、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社

の企業価値および株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営がおこなわれる

仕組みが確保されています。 
(4) 合理的な客観性要件の設定 

本プランは、上記３.２）（2）④「独立委員会における判断方法」および３.２）（3）「本

新株予約権の無償割当ての要件」にて記載したとおり、合理的かつ詳細な客観的要件が充

足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を

防止するための仕組みを確保しているものといえます。 
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(5) 外部専門家の意見の取得 
本プランは、上記３.２）（2）③「買付等の内容の検討・買付者等との交渉・当社取締役

会による代替案の提示」にて記載したとおり、買付者等が出現し、取締役会から諮問を受

けた場合、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイ

ザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受け

ることができるものとしています。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性

がより強く担保される仕組みとなっています。 
(6) 当社取締役（監査等委員である取締役は除く）の任期は 1 年であること 

当社取締役（監査等委員である取締役は除く）の任期は 1 年であり、毎年の取締役の選

任を通じて本プランにつき、株主の皆様のご意向を反映させることが可能となります。 
(7) デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

上記３.２）（6）「本プランの廃止および修正・変更等」に記載したとおり、本プランは、

当社の株式等を大量に買付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役により、廃止す

ることができるものとして設計されており、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成

員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、

当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役

会の構成員の交替を一度におこなうことができないため、その発動を阻止するのに時間を

要する買収防衛策）でもありません。 
 

以 上 
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別紙 1 

独立委員会規程の概要 
 
１. 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 
２. 独立委員会の委員は、3 名以上とし、当社の業務執行をおこなう経営陣から独立している、１）

当社社外取締役、または２）社外の有識者のいずれかに該当する者の中から、当社取締役会が

選任する。但し、社外の有識者は、実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通す

る者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれらに準ずる者でなければならず、ま

た、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結した者で

なければならない。 
３. 独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後 3 年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までとする。但し、当社取締役会の決議により別段の定め

をした場合はこの限りでない。また、社外取締役であった独立委員会委員が、取締役でなくな

った場合（再任された場合を除く。）には、独立委員会委員としての任期も同時に終了するもの

とする。 
４. 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その理由を

付して当社取締役会に対して勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限尊重

して、本新株予約権無償割当ての実施または不実施等に関する会社法上の機関としての決議を

おこなう。（但し、１)に定める本新株予約権の無償割当ての実施につき、株主総会において別段

の決議がなされた場合には、当該決議に従う。）なお、独立委員会の各委員および当社各取締役

は、こうした決定にあたっては、当社の利益に資するか否かの観点からこれをおこなうことを

要し、専ら自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 
１) 本新株予約権の無償割当ての実施もしくは不実施 
２) 本新株予約権の無償割当ての中止または本新株予約権の無償取得 
３) その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項 

５. 上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項をおこなう。 
１) 本プランの対象となる買付等への該当性の判断 
２) 買付者等および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報およびその回答期限の決定 
３) 独立委員会検討期間の設定および延長 
４) 買付者等の買付等の内容の精査・検討 
５) 自らまたは当社取締役会を通じた買付者等との交渉・協議 
６) 代替案の提出の要求・代替案の検討 
７) 本プランの修正または変更に係る承認 
８) その他本プランにおいて独立委員会がおこなうことができると定められた事項 
９) 当社取締役会が別途独立委員会がおこなうことができるものと定めた事項 

６. 独立委員会は、買付者等に対し、買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判
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断した場合には、本必要情報を追加的に提出するよう求める。また、独立委員会は、買付者等

から買付説明書および独立委員会から追加提出を求められた本必要情報が提出された場合、当

社の取締役会に対しても、所定の合理的な期間内に、買付者等の買付等の内容に対する意見お

よびその根拠資料、代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要と認める情報・資料等

を提示するよう要求することができる。 
７. 独立委員会は、必要があれば、自らまたは当社取締役会等を通じて、当社の企業価値または株

主共同の利益の確保・向上という観点から買付者等の買付等の内容を改善させるために、買付

者等と協議・交渉をおこなうものとする。 
８. 独立委員会は、必要な情報収集をおこなうため、当社の取締役、従業員その他独立委員会が必

要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説明を求めることができる。 
９. 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計

士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること等ができる。 
１０. 各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集することがで

きる。 
１１. 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会の全員が出席（テレビ会議又は電話会議によ

る出席を含む。以下同じとする）し、その過半数をもってこれをおこなう。但し、委員に事故

あるときその他やむを得ない事由があるときは、独立委員会委員の過半数が出席し、その議決

権の過半数をもってこれをおこなうことができる。 
以 上 
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別紙 2 

独立委員会委員略歴 
 

独立委員会の委員は、以下の３名により構成されます。 
 
小室 和夫（こむろ かずお） 

【略 歴】 

昭和２５年７月２９日生 

昭和４８年４月 株式会社常陽銀行入行 

平成１３年６月 同行市場金融部部長 

平成１６年６月 同行執行役員 

平成１９年６月 同行常務取締役 

平成２１年６月 同行企業年金基金専務理事 

平成２６年６月 常陽証券株式会社 常勤監査役（現任） 

平成２７年５月 当社社外取締役（監査等委員）（現任） 

平成２７年５月 当社独立役員※（現任） 

※当社独立役員は東京証券取引所により一般株主保護の観点から設置が義務づけられているものです。 

 

庄司 克也（しょうじ かつや） 

【略 歴】 

昭和３６年１１月２２日生 

昭和６３年４月 弁護士登録（登録番号20675） 

昭和６３年４月 小野孝男法律事務所（現 小野総合法律事務所）入所 

平成２０年５月 当社独立委員会委員（現任） 

 

青坂 彰（あおさか あきら） 

【略 歴】 

昭和２４年９月２０日生 

平成 ８年７月 千葉東税務署総務課長 

平成 ９年２月 税理士資格取得 

平成１３年７月 成田税務署副署長 

平成１８年７月 東京国税局統括国税調査官 

平成２０年７月 中野税務署長 

平成２１年８月 青坂彰税理士事務所税理士（現任） 

平成２３年５月 当社独立委員会委員（現任） 
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別紙 3 

 

当社株式の状況 

（平成 27 年 2 月 28 日現在） 

１．発行可能株式総数 230,000,000 株 

２．発行済株式の総数 59,476,284 株 

３．株主数 12,808 名 

４．所有者別状況 

所有者区分 株 主 数(名) 所有株式数(株） 所有株式数割合(％) 

個人その他 12,353 26,547,957 44.64

金融機関 35 14,932,771 25.11

その他の法人 287 9,073,646 15.26

自己株式 1 6,902,528 11.61

外国法人等 104 1,750,803 2.94

証券会社 28 268,579 0.45

合    計 12,808 59,476,284 100.00 

 

 

所有株式数割合 
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 44.64% 

その他の法人 
 15.26% 

外国法人等 
2.94% 

自己株式 
 11.61% 

証券会社 
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５．大株主の状況 

当 社 へ の 出 資 状 況 

株    主    名 持 株 数 

 千株

出 資 比 率

 ％

ケーヨー従業員持株会 7,824 13.16

イオン株式会社 3,551 5.97 

株式会社千葉銀行 2,620 4.41

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,564 4.31

ケーヨー槇の会 1,764 2.97

株式会社常陽銀行 1,500 2.52

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,461 2.46

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,437 2.42

株式会社千葉興業銀行 1,363 2.29

東京海上日動火災保険株式会社 1,239 2.08

（注）１．当社は、自己株式 6,902 千株を保有しておりますが、上記には含めておりません。 

２．上記の信託銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式数が次のとおり含まれており

ます。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,497 千株 
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